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研究成果の概要（和文）：障害者を含む国際比較調査、障害者対象の国内調査およびインタビューによって、障
害のない者よりも障害者の方が様々な適応度指標が低く、特に障害女性で低いことが示された。また、社会の関
係流動性を高く認識する障害者の適応度が、そうでない障害者に比して高い傾向が示された。また、全ての障害
種において社会に存在する対人関係形成機会は自身の関係形成機会よりも高いことが示され、障害者の対人関係
ネットワーク形成機会の低さが示された。また、障害種別によって社会的障壁が異なるか確認したところ、農村
部の肢体不自由者が金銭的に苦労している可能性が示唆され、非都市部における肢体不自由者の雇用機会や雇用
条件の悪さが示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study, adopting cross-national and domestic cross-regional surveys for 
people with/without disabilities, as well as interviews for people with disabilities, showed that 
people with disabilities had lower scores on the various adaptive indices than people without 
disabilities. Particularly women with disabilities showed the lowest scores on the adaptive indices.
 In addition, regardless of types of disabilities, people with disabilities showed perceived their 
personal relational mobility as lower than the others’. They also showed smaller number of new 
acquaintances than people without disabilities. This indicated that people with disabilities had 
lower opportunities to form new relationships. Moreover, the analyses to check if there are 
different social barriers depending on the different types of disabilities showed the possibilities 
that people with orthopedic and motor impairments living in rural areas might have employment 
issues.

研究分野：社会心理学、臨床心理学、障害科学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、障害者の社会的包摂を推進するにあたり必要とされる、1）障害者自身、2)社会的障壁、3）社会生態
学的環境要因の影響の3者についてエビデンスを構築することが目的であった。これは、障害者と環境の相互作
用の影響を定量的に明らかにする第一歩である。本研究のデータや治験は障害者の社会参画が推進されるための
環境調整の指針に対して処方箋を提供するだけでなく、今後日本においてさらに拡大が見込まれる多様な人々の
平等性の確保や社会参画の推進に対する寄与も期待できる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下、差別解消法）など、我が国はいく
つもの障害者に関わる法律を整備し、ついに 2014 年に障害者の権利に関する条約（以下、障
害者権利条約）（国連, 2006）を批准した。今後は日本も、諸外国と同様に障害者（発達・精神
障害、難病も含む）に対する差別の解消を推進していくことになる。障害者権利条約における
「障害」の考え方は「障害の社会モデル（social model of disability）」（Oliver,1990）に基づ
いており、差別解消法においても同様である。この社会モデルは、従来採用されてきた障害問
題の原因と責任を障害者に還元させる「障害の個人モデル（individual model of disability）」、
ないしは「障害の医学モデル（medical model of disability）」の考え方ではなく、障害問題の
原因と責任を社会や社会環境に帰属させるものである。つまり、これまで障害は医学的な治療
や機能向上の対象となる機能欠損（impairment, 以下、インペアメント） の問題であり、そ
のため対処も個人の自助や努力によりなされてきた。しかし、この社会モデルでは、“dis”-
“able”か否かは、社会環境の中にある社会的障壁の有無によって規定される。例えば、エレ
ベーターがある生活環境とない環境では車椅子利用者の障害問題の大きさは異なる。つまり、
社会モデルでは、障害者の適応度は社会環境要因によって調整されており、それも踏まえて障
害が定義される。このように障害の社会モデルを採用した法律の整備は、人々の障害に対する
概念を転換し障害者の権利保障を推進する上で重要である。しかし一方で、諸外国（特に北米
や欧州）と比較して日本には、その具体的方法論、すなわち障害者の状況や取り巻かれる環境
をどのように整備していくべきかという現実問題に関する科学的データが極めて少ない。これ
が日本の現状である。 
 
２．研究の目的 
差別解消法が 2016 年度から施行され、障害者の社会的参画や障害のある者とない者におけ
る平等の確保、すなわち不当な差別的取り扱いの禁止及び社会的障壁の除去といった障害者の
取り巻かれる環境調整が国家レベルで推進されることとなる。しかし一方で、上述の通り障害
者の社会適応や取り巻かれる環境等に関する定量データは極めて少ない現状がある。特にどう
いった社会環境要因が障害者の幸福感や社会適応に影響を与えるのか、つまり障害特性と適応
の関連に社会環境要因がどのように調整効果を持つかに関する研究は極めて少なく、これらの
知見の蓄積は喫緊の課題である。そこで本研究では、障害者の適応度に影響する社会環境要因
の特定および障害者が取り巻かれるネットワーキング機会の多寡の影響等の検証を、国間や国
内地域間という社会環境間の比較により行う。また、障害のない者と比較して、障害者が様々
な社会的情報等にアクセスし難いとされるが、その科学的データが少ないことを踏まえ、障害
者のネットワークサイズを検証すると同時に、その形成機会にも注目する。特に、近年大きな
注目を集める社会環境に存在する新たな対人関係を作る機会の多寡（関係流動性）の効果の検
証は、本研究が初の試みとなる。以上より、障害者が取り巻かれる環境の整備方針等、現場へ
の還元を目指す。 
 
３．研究の方法 
【研究 1】国際比較調査：社会環境要因や文化的要因の調整効果の検証 
国際比較調査（日本 vs.米国）では、日本における障害者についての定量的エビデンスを構
築するだけでなく、障害者のインペアメントと適応度の関連に与える社会環境要因の特定とそ
の調整効果を検証する。したがって、ここでは障害者だけでなく一般人に対しても調査を行う。
日本では、web 調査会社のパネルを利用し、Amazon 社が持つパネル（M Turk）を利用して調査
を行い、日本人 2,622 名（F = 1,160, M = 1102）と米国人 2,743 名（F = 1,757, M = 986）の
データを得た。上記のうち、自身に障害があると回答した者は、日本人 338 名、米国人 642 名
であった。 
調査内容は、社会適応度や幸福感、精神的健康、自尊心、相対している社会的障壁、自分の住
んでいる地域の都市度、自身や周囲の人々の対人関係の流動性、特に注目しているのは、文化
心理学分野で日米差が示されており、かつ障害者の適応度に影響が強いと考えられる自律性、
自己価値、外向（内向）性、ネットワークサイズ等といった個人要因、そして社会環境に存在
する新たな対人関係を作る機会の多寡（関係流動性）等の文化社会的環境要因の影響を検証す
る。 
【研究 2】インタビュー調査：障害の種類ごとに障害者の取り巻かれている状況を洗い出す。 
障害種別やインペアメントのレベルによって、社会的障壁となる物理的環境、制度、情報ア
クセス、コミュニティアクセスは異なってくる。そこでまず、障害者の社会適応度（例、福感、
QOL、社会参画等）は異なる。物理的環境要因を例に挙げると、点字ブロックの存在は視覚障害
者と社会的適応の関連にポジティブな影響を与えるが、車椅子利用者と適応の関連にはネガテ
ィブな影響を与えることもある（車椅子利用者には点字ブロックが障壁になり得る）。一方で、
聴覚障害者には影響しない。そこで、肢体不自由（ロフストランドクラッチ利用者）、視覚障害
（全盲）、聴覚障害（重度）、精神障害（統合失調症）、発達障害（ASD）指定難病（SMA）のある
それぞれ 1名に半構造化面接を用いたインタビューを行い、各種障害者の適応にネガティブな
効果を与えている社会環境要因を洗い出す。 
 



【研究 3】国内地域比較調査：都市度によって障害者の社会的障壁が異なるか検証する。 
 532 名（F = 275, M = 258）の障害者を対象に大規模な web 調査を実施した。調査内容は、
社会適応度や幸福感、精神的健康、自尊心、相対している社会的障壁、自分の住んでいる地域
の都市度、自身や周囲の人々の対人関係の流動性など多岐に渡るものであった。特に自分の住
んでいる都市度や自身や周囲の人々の対人関係の流動性によって、障害者の適応指標に差が示
されるか、また社会的障壁が異なるかを検証する。 
 
 
４．研究成果 
【研究 1】国際比較調査 
障害の有無による新規知人数や関係流動性の国感間の差異を検討したところ、日米いずれの
国においても自分の周囲の環境に存在する関係形成機会および自身の関係形成機会とも、障害
者よりも障害のない者が高かった。またいずれの国においても障害者は自身の関係形成機会は
周囲に存在する機会よりも低いと感じていることが示された。また、障害者と障害のない者の
自己の関係流動性認知の差異は、自尊心に完全に媒介されることが示された。この結果は、自
己の価値を低く見積もる障害者は対人関係形成機会が特に少ない可能性を示唆するものである。
また、障害者は障害のない者よりも、自尊心、幸福感、友人満足度、家族満足度、外向性、QOL、
精神的健康、世帯収入が低く、一方で神経症傾向が高いことが示された。日本では、ほぼいず
れの適応度指標においても、障害のある女性が特に低いことが示された。このことは、障害者
だけでなく、特に障害のある女性の厳しい状況を示すものである。 
障害のある日本人と米国人を比較したところ、新規知人数、関係流動性だけでなくいくつか
の指標においても差異が示された。その中でも自尊心、外向性の差異は関係流動性に媒介され
ることが示されたが、障害の種別によって媒介効果の有無が異なっていた。関係流動性の高い
社会では、障害があっても自尊心、外向性が高くなる可能性を示唆する結果であるが、さらに
詳細な検討が必要である。 
 
【研究 2】インタビュー調査 
インタビューに協力してくれた 6名の障害者は、いずれも働いているないしは大学生・大学
院生であり、各障害者が相対している社会的障壁を生活ドメインごとに整理することができた。
各ドメインは、①衣食住、②教育、③就労、④娯楽、⑤情報アクセシビリティ。⑥医療福祉・
交通におけるアクセシビリティ、⑦パートナー探しや配偶であった。 
 
【研究 3】国内地域比較調査 
障害の内訳で、最も多かったものが精神障害で約 42%、次に肢体不自由で約 17％、疾病等を
理由とする障害（内部障害等を含む）が約 13%、発達障害・視覚障害・聴覚障害がそれぞれ約
8%であり、重複障害が約 1.5%、知的障害が約 1%、であった。自身の障害が初対面の他者から見
てすぐにわかるものではないと回答した者は約 81%にのぼり、障害者のインペアメントの多く
は見た目上わからないことが示されている。人生満足感、幸福感、対人関係満足感、自尊心な
ど多くの指標で一貫して重複障害や精神障害、発達障害者が低く、視覚障害者や聴覚障害者は、
相対的に高い傾向にあった。特に精神障害者の社会適応度が低いことが顕著に示された。全て
の障害種において自分の住んでいるコミュニティにおける周囲の人々の対人関係形成機会に対
する認識は、自身の対人関係形成機会よりも高いことが示され、障害者は自分には人々よりも
対人関係ネットワークを作る機会が少ないと認識をしていることが示された。また、都市度に
よって障害者が相対している社会的障壁が異なるか確認したところ、農村部の肢体不自由者が
金銭的に苦労していると記述しており、田舎における肢体不自由者の雇用機会や雇用条件の悪
さを示唆する結果が示された。都市度や障害の種別に関係なく、多くの障害者が生活上目的と
する場所までの移動における困難を示していた。この調査により、予測通り、障害種別によっ
て様々な違いが示された一方で、障害種別を越えて一貫してみられる傾向も示された。 
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